
 

 

仁木町公債費負担適正化計画 

 

（ 総 論 ） 

１ 公債費負担適正化計画策定の経緯 

  平成１９年度において、普通会計における実質公債費比率の３ヶ年平均が１９．１％

となり、実質公債費比率による起債許可団体となったことから、実質公債費負担の適正

な管理のための取り組みを計画的に行うため、公債費負担適正化計画を策定する。 

 

２ 実質公債費比率が高い要因 

  平成１０年度、１１年度に実施した庁舎等公共施設整備事業等の起債償還が平成１８

年度、１９年度にピークを迎えるとともに、平成１４年度から実施している統合簡易水

道事業の起債償還も据置期間を経過したため、平成１８年度から本格的な償還が始まっ

た。 

  また、国営土地改良事業における債務負担行為の元利償還額が、平成２７年度まで毎

年３千万円弱必要であり、さらに一部事務組合が起こした地方債の元利償還金も毎年１

千５百万円に上るためである。 

 

３ 計画期間 

  平成１９年度から平成２５年度（７年度間） 

 

４ 公債費負担適正化計画の概要 

  既往債等に基づく単年度の実質公債費比率は、平成１８年度がピークで２０.９％、そ 

の後は毎年減少を続け、平成２１年度以降は１８％を下回る比率となり、計画期間終了 

年度の３ヶ年平均比率では１２.４％となる見込みである。また、平成２１年度以降の借 

入予定額も含めた推計でも同様に推移し、計画期間終了年度の３ヶ年平均比率では１３ 

.８％となる見込みである。これは、既往債の償還が平成２２年度まで６億円台が続き、 

平成２３年度は５億８千万円、平成２４年度には４億１千万円台とこの年だけで１億７ 

千万円の元利償還金が減額されることとなることから適正な比率を確保できるものであ 

る。 

 

（ 各 論 ） 

１ 財政状況の現状 

別紙現状分析のとおり。 

 

２ 財政状況の見直し 

 

(1) 既往債等の状況 

  「別紙参考様式１」による（別添参照）。 

 

(2) 計画期間における財政状況や地方債等の見通し等 

① 歳入確保や捻出方法については、地方税の現年分はもちろんのこと、滞納分につい

ては後志広域連合と連携し、税収の確保に努める。 

② 歳出削減については、集中改革プラン（仁木町行財政構造改革プラン）に基づき事



務事業の見直しを図るとともに、補助金、負担金、人件費、投資的事業等について

削減を行う。 

③ 今後の地方債発行等に係る方針については、臨財債及び災害復旧事業債を除く普通 

建設事業における起債の整理・縮小を図るなど、起債依存型の事業実施を見直し、

類団の水準まで低下させる。ただし、平成２０年度の公営住宅（１千５２０万円）

及び消防ポンプ自動車（４千８８０万円）、平成２１年度の高規格救急車（２千５百

万円）及び銀山小学校耐震補強工事（１千２６０万円）、平成２１年度～平成２３年

度の一般廃棄物処理場整備事業（３ヶ年合計３億８千１０万円）等は、仁木町総合

計画に登載されていること、緊急かつ必要に迫られていることから計画に盛り込む

こととする。 

④ 計画期間中における実質公債費比率の適正管理のための方策（準元利償還金に係る

公営企業会計への繰出金や公債費に準ずる債務負担行為の設定等、数値改善のため

の方策）については、平成１９年度に策定した公営企業経営健全化計画に基づき適

正に行うとともに、債務負担行為については極力行わないこととする。 

⑤ 実質公債費比率の見通し等については、既往債の償還が平成２４年度から大幅に減

少することから適正な比率を確保できる予定であるが、新規発行債についてはなお

一層の精査が必要である。 



（別紙）

各年度の財政状況等

市町村名 仁木町

（参考1）各年度の決算の状況

(B/A-1) (C/B-1) (D/Ｃ-1) (E/D-1)

*100 *100 *100 *100

(A) (B) (C) (D) (E)

１　地方税 248 244 241 245 8 8.5 235 △ 1.6 △ 1.2 1.7 △ 4.1

うち個人所得割 77 78 71 68 2 65 1.3 △ 9.0 △ 4.2 △ 4.4

うち法人税割 3 1 2 1 1 △ 66.7 100.0 △ 50.0

うち固定資産税 133 127 131 136 4 129 △ 4.5 3.1 3.8 △ 5.1

２　地方交付税 1,782 1,653 1,587 1,639 52 48.7 1,655 △ 7.2 △ 4.0 3.3 1.0

うち普通交付税 1,603 1,499 1,438 1,504 47 44.0 1,534 △ 6.5 △ 4.1 4.6 2.0

うち特別交付税 179 154 149 135 4 4.8 121 △ 14.0 △ 3.2 △ 9.4 △ 10.4

３　分担金及び負担金 23 19 13 17 1 1.2 12 △ 17.4 △ 31.6 30.8 △ 29.4

４　使用料及び手数料 91 93 85 85 3 3.0 59 2.2 △ 8.6 △ 30.6

５　国庫支出金 226 162 279 253 8 5.7 231 △ 28.3 72.2 △ 9.3 △ 8.7

６　道支出金 116 130 138 104 3 7.1 144 12.1 6.2 △ 24.6 38.5

７　繰入金 593 385 350 184 6 4.6 294 △ 35.1 △ 9.1 △ 47.4 59.8

財政調整基金繰入金 45 40 22 1 8 #DIV/0! △ 11.1 △ 45.0 △ 63.6

減債基金繰入金 130 300 300 150 5 250 130.8 △ 50.0 66.7

その他特定目的基金繰入金 463 40 10 12 0 36 △ 91.4 △ 75.0 20.0 200.0

他会計繰入金 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

８　諸収入 56 54 152 144 5 2.9 129 △ 3.6 181.5 △ 5.3 △ 10.4

他会計返還金 1 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

９　地方債 557 493 416 341 11 10.1 310 △ 11.5 △ 15.6 △ 18.0 △ 9.1

臨時財政対策債 164 264 179 138 4 124 61.0 △ 32.2 △ 22.9 △ 10.1

減税補てん債 3 3 3 3 0 2 △ 33.3

減収補てん債 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

地域再生事業債 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

財政健全化債 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

退職手当債 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

その他 390 226 234 200 6 184 △ 42.1 3.5 △ 14.5 △ 8.0

10　その他 184 162 164 170 5 8.2 164 △ 12.0 1.2 3.7 △ 3.5

3,876 3,395 3,425 3,182 3,233 △ 12.4 0.9 △ 7.1 1.6

１　人件費 702 679 693 579 18 18.6 567 △ 3.3 2.1 △ 16.5 △ 2.1

うち職員給 449 437 421 374 12 11.6 366 △ 2.7 △ 3.7 △ 11.2 △ 2.1

うち退職手当 56 55 95 47 2 46 △ 1.8 72.7 △ 50.5 △ 2.1

２　物件費 482 470 448 438 14 13.0 392 △ 2.5 △ 4.7 △ 2.2 △ 10.5

３　維持補修費 68 65 70 85 3 1.6 68 △ 4.4 7.7 21.4 △ 20.0

４　扶助費 86 160 165 166 5 3.4 183 86.0 3.1 0.6 10.2

５　補助費等 775 411 438 422 13 12.7 431 △ 47.0 6.6 △ 3.7 2.1

６　公債費 542 647 632 669 21 17.9 696 19.4 △ 2.3 5.9 4.0

７　積立金 206 246 160 121 4 3.4 127 19.4 △ 35.0 △ 24.4 5.0

８　投資及び出資金 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

９　貸付金 5 5 5 4 0 3 △ 20.0 △ 25.0

10 繰出金 211 190 226 240 8 8.8 251 △ 10.0 18.9 6.2 4.6

11 前年度繰上充用金 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

12　普通建設事業 768 498 559 442 14 17.9 501 △ 35.2 12.2 △ 20.9 13.3

うち補助事業費 409 141 377 313 10 8.5 313 △ 65.5 167.4 △ 17.0

うち単独事業費 359 357 182 129 4 8.1 188 △ 0.6 △ 49.0 △ 29.1 45.7

13　その他 2.7 1 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

3,845 3,371 3,396 3,166 3,220 △ 12.3 0.7 △ 6.8 1.7

形式収支 31 24 29 16 13

実質収支 31 16 22 16 14

単年度収支 3 ▲ 15 6 ▲ 6 ▲ 2

実質単年度収支 3 ▲ 59 ▲ 34 ▲ 29 ▲ 10

標準財政規模 1,973 1,853 1,804 1,873 1,909

注１ 「うち補助事業費」には、決算統計中の「補助事業費」及び「受託事業費の補助事業費」の合計額とすること。

注２ 「うち単独事業費」には、決算統計中の「単独事業費、「同級他団体施行事業負担金」及び「受託事業費の単独事業費」の合計額とすること。

歳　入　合　計

区　分
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（単位：百万円）
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15 年 度
決 算 額

平 成
18 年 度
決 算 額

平 成
14 年 度
決 算 額

平 成
16 年 度
決 算 額

構 成
比
(H17)

類 団
構 成
比
（ H17)



（別紙）

各年度の財政状況等

市町村名 仁木町

（参考２）普通会計以外の会計の不良債務等の状況

法適用事業

法非適用事業

国民健康保険事業

老人保健医療事業

介護保険事業

その他事業（　　　　　　　　　　）

※１　不良債務若しくは実質赤字が生じている事業について記載すること。

※２　欄が不足する場合は、「事業区分欄」を適宜追加し記入すること。

（参考３）積立金の状況

財政調整基金

減債基金

その他特目基金

（参考４）地方債現在高の状況

地方債現在高

（参考５）財政指標等

当該団体

経常収支比率 86.5 88.5 89.8 90.2 91.6

起債制限比率 9.1 9.8 11.2 13.6 14.5

ラスパイレス指数 99.3 97.9 95.7 96.0 97.9

徴収率 95.3 96.2 96.0 96.9 97.0

現年分 98.6 98.9 98.6 99.2 99.3

滞納分 22.1 35.2 25.1 35.0 18.5

職員数  (a+b+c) 67.0 64.0 57.0 57.0 52.0

一般職員　　　　　　a 65 62 55 55 50

　　うち技能労務職員

　　うち消防職員

同上（人口千人当たり）

教育公務員　　　　 b 2 2 2 2 2

臨時職員             c

項目ごとの推移から見る財政の現状分析

各年度決算の状況・・・歳入では50%以上を地方交付税に依存し、自主財源である地方税は8%に止まっている。歳出は、公債費の割合が類団より3%以上高い。

積立金の状況・・・基金積立金について、H14末で1,067百万円あったものがH18末では506百万円と5億円以上の取り崩しを行っている。

地方債残高の状況・・・H14末で6,410百万円であったがH18末で5,687百万円と年々減少傾向にある。

経常収支比率・・・H17が90.2%、H18が91.6%と90%を超え弾力性に欠ける財政構造である。

起債制限比率・・・H17で13.6%と類団より4%以上高く財政を圧迫する状態である。

ラスパイレス指数・・・H17で13.6%と類団より4%以上高い。退職不補充により年齢構成が高くなっている。

徴収率・・・H17では類団より0.1%下回ったがほぼ同じ水準である。

（単位：百万円）
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備荒資金組合（超過納付額）
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団体名： 仁木町

＜既往債等に基づく実質公債費負担の将来推計＞

※各団体の事情に応じて、７年度以内であっても、７年度を超えて別の期間で定めることも差し支えない。 （単位：千円）
計画策定年度
の前年度

計画策定年度 第２年度 第３年度 第４年度 第５年度 第６年度 第７年度

(平成18年度) (平成19年度) (平成20年度) (平成21年度) (平成22年度) (平成23年度) (平成24年度) (平成25年度)

①
公債費充当一般財源等額（繰上償還額及び満期一括
償還地方債の元金に係る分を除く。）

667,494 671,625 665,402 649,187 624,721 583,126 420,597 388,698

②
①で控除した「借換債」に係る公債費充当一般財源等
額（繰上償還額及び満期一括償還地方債の元金に係
る分を除く。）

③
満期一括償還地方債の一年当たりの元金償還金に相
当するもの（年度割相当額）等（別紙参考様式２「⑱」欄
の数値を転記）

0 0 0 0 0 0 0 0

④
公営企業に要する経費の財源とする地方債の償還の
財源に充てたと認められる繰入金

13,808 20,667 14,904 10,300 12,130 18,430 27,638 38,666

⑤
一部事務組合等の起こした地方債に充てたと認められ
る補助金又は負担金

26,677 17,512 14,667 15,887 18,298 17,591 17,572 17,554

⑥ 公債費に準ずる債務負担行為に係るもの 44,919 44,101 41,235 39,693 36,879 36,817 36,756 36,721

⑦ 一時借入金の利子 2,200 752 2,500 2,500 2,500 2,500 2,500 2,500

⑧
地方債に係る元利償還に要する経費として基準財政
需要額に算入された額

410,287 428,221 423,113 418,802 407,802 393,867 296,241 279,912

⑨
準元利償還金に要する経費として基準財政需要額に
算入された額

6,997 7,560 9,115 8,526 9,212 9,707 10,190 10,660

⑩ 標準財政規模 2,032,921 2,067,448 2,067,448 2,067,448 2,067,448 2,067,448 2,067,448 2,067,448

⑪ 実質公債費比率（単年度） 20.9% 19.5% 18.7% 17.7% 16.8% 15.3% 11.3% 10.9%

⑪'
表頭年度の地方債発行に際し用いる実質公債費比率
の見込み（当該年度前３ヶ年度の平均）

19.1% 19.9% 19.7% 18.6% 17.7% 16.6% 14.4%

12.4%
計画期間終了次年度の地方債発行の際に用いる

実質公債費比率の見込み（３ヶ年平均）

別紙参考様式１



団体名： 仁木町

＜計画見直し（年度更新）年度翌年度以降の地方債借入予定額及び既往債等に基づく実質公債費負担の将来推計＞

※各団体の事情に応じて、７年度以内であっても、７年度を超えて別の期間で定めることも差し支えない。 （単位：千円）
計画策定年度
の前年度

計画策定年度 第２年度 第３年度 第４年度 第５年度 第６年度 第７年度

(平成18年度) (平成19年度) (平成20年度) (平成21年度) (平成22年度) (平成23年度) (平成24年度) (平成25年度)

127,652 288,252 318,952 104,952 104,952

①
公債費充当一般財源等額（繰上償還額、公営企業債
償還額及び満期一括償還地方債の元金に係る分を除
く。）

667,494 671,625 665,402 649,187 634,981 607,274 459,196 438,968

②
①で控除した「借換債」に係る公債費充当一般財源等
額（繰上償還額、公営企業債償還額及び満期一括償
還地方債の元金に係る分を除く。）

③
満期一括償還地方債の一年当たりの元金償還金に相
当するもの（年度割相当額）等（別紙参考様式２「⑱」欄
の数値を転記）

④
公営企業に要する経費の財源とする地方債の償還の
財源に充てたと認められる繰入金

13,808 20,667 14,904 10,300 12,130 18,430 27,638 38,666

⑤
一部事務組合等の起こした地方債に充てたと認められ
る補助金又は負担金

26,677 17,512 14,667 15,887 18,298 17,591 17,572 17,554

⑥ 公債費に準ずる債務負担行為に係るもの 44,919 44,101 41,235 39,693 36,879 36,817 36,756 36,721

⑦ 一時借入金の利子 2,200 752 2,500 2,500 2,500 2,500 2,500 2,500

⑧
地方債に係る元利償還に要する経費として基準財政需
要額に算入された額

410,287 428,221 423,113 418,596 410,599 400,420 309,673 307,598

⑨
準元利償還金に要する経費として基準財政需要額に
算入された額

6,997 7,560 9,115 8,526 9,212 9,707 10,190 10,660

⑩ 標準財政規模 2,032,921 2,067,448 2,067,448 2,067,448 2,067,448 2,067,448 2,067,448 2,067,448

⑪ 実質公債費比率（単年度） 20.9% 19.5% 18.7% 17.7% 17.3% 16.4% 12.8% 12.4%

⑪'
表頭年度の地方債発行に際し用いる実質公債費比率
の見込み（当該年度前３ヶ年度の平均）

19.1% 19.9% 19.7% 18.6% 17.9% 17.1% 15.5%

13.8%
計画期間終了次年度の地方債発行の際に用いる

実質公債費比率の見込み（３ヶ年平均）

計画見直し（年度更新）年度翌年度以降の地方債借入予
定額翌年度以降の地方債借入予定額

別紙参考様式３


